
雇用守れ、暮らし守れ 
  

深
刻
な
市
民
の
実
態 

 

い
ま
雇
用
の
破
壊
が
広
島
市
内
で
も
深
刻

で
す
。
昨
年
末
の
「
派
遣
切
り
」
か
ら
始
ま
り

正
社
員
に
も
及
ぼ
う
と
し
て
い
ま
す
。 

 

  

「
失
業
に
不
安
を
感
じ
て
い
る
」
人
が
世
論

調
査
で
も
７
割
近
く
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

広
島
労
働
局
の
調
査
で
も
、
昨
年
10
月
か

ら
今
年
３
月
末
ま
で
に
３
９
４
２
人
が
雇
止

め
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、実
態
は
も
っ
と
多
い

と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。そ
の
大
半
が
マ
ツ
ダ
と

そ
の
関
連
企
業
で
す
。 

  
更
な
る
解
雇
計
画
を
発
表 

 

と
こ
ろ
が
マ
ツ
ダ
は
更
に
３
５
０
人
以
上
の

雇
止
め
を
発
表
。事
務
部
門
で
働
い
て
い
る
派

遣
労
働
者
千
数
百
人
の
雇
止
め
も
計
画
し
て

い
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。 

      

内
部
留
保
金
の
わ
ず
か 

 

１
・
１
パ
ー
セ
ン
ト
で 

 

２
０
０
０
人
の 

 
 
 

雇
用
は
守
れ
る 

 

マ
ツ
ダ
が
こ
れ
ま
で
の
好
景
気
で
た
め

込
ん
で
い
る
内
部
留
保
は
、
昨
年
３
月
期

決
算
で
、
４
３
６
２
億
円
も
あ
り
ま
す
。

そ
の
わ
ず
か
１
・
１
％
（
50
億
円
）
を
雇

用
の
確
保
に
ま
わ
せ
ば
、年
収
２
５
０
万

円
の
派
遣
労
働
者
２
０
０
０
人
の
雇
用

を
守
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

  

日本共産党広島市会議員団の活動を紹介します。 
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広島市長 秋葉 忠利 

雇用の安定等についてのお願い 

 拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

 平素より、広島市政に関しまして、格別なる御理解と御協

力を賜り、深く感謝申し上げます。 

 さて、貴社におかれましては、世界の急激な景気後退や大

幅な円高による国内外の自動車販売環境の悪化に伴い、昨年

末以降これまで、生産調整と併せて、非正規労働者の大幅な

雇用調整を実施してこられました。 

 貴社は、広島を代表する企業として、地域経済の発展と雇

用の確保に貢献をいただき、地域社会に極めて重要な位置を

占めています。そのため、貴社の企業活動は、関連する中小

企業のみならず、地域全体に多大な影響を及ぼします。 

 ついては、貴社におかれましては、大変厳しい経営状況の

中で様々な努力をされていると思いますが、地域の厳しい経

済・雇用状況を踏まえ、従業員の雇用の安定を図るとともに、

地域経済への影響を最小限にとどめる努力をしていただきま

すようお願い申し上げます。          敬具 

広島市の緊急雇用創出事業（主なもの） 

 

社
会
的
責
任
を
果
た
せ 

マ
ツ
ダ
は
広
島
を 

代
表
す
る
大
企
業
と
し
て
の 

社
会
的
責
任
を
果
た
せ 

 

市
に
四
つ
の
緊
急
対
策
を
求
め
る 

①
失
業
者
へ
の
生
活
支
援 

②
こ
れ
以
上
の
解
雇
を
許
さ
な
い 

③
新
た
な
雇
用
の
創
出 

④
中
小
業
者
へ
の
思
い
切
っ
た
支
援 

 

マ
ツ
ダ
は 

         

下
請
け
守
れ 

 

マ
ツ
ダ
の
下
請
け
で
は
、
昨
年
夏
ま

で
続
い
た
本
社
の
増
産
計
画
に
あ
わ

せ
、
新
た
な
設
備
投
資
を
し
た
業
者
が

少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
経
費
が
い

ま
、
大
き
な
負
担
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

「
わ
れ
わ
れ
下
請
け
の
犠
牲
で
マ
ツ

ダ
の
巨
額
の
利
益
は
築
か
れ
た
。今
度

は
マ
ツ
ダ
が
下
請
け
の
救
済
を
す
べ
き

だ
」
と
い
う
切
実
な
声
が
広
が
っ
て
い

ま
す
。 

（村上議員の質問） 

 市がマツダ車を購入するのな

ら、「雇用の確保と社会的責任を

果たすよう」市長はマツダに申し

入れるべきではないか 

秋葉市長が雇用安定でマツダに申入れ 

派遣切りになったAさん (41才）  

 マツダで車体の組立工として４年働いて

きました。派遣社員でも、３年以上働けば

正社員になれるとがんばってきたのに、紙

切れ一枚で首に。僕たちはモノじゃない 

  下請け業者のＢさん  
    （シート関連の下請け） 

 昨年９月には２００万円の売り上げが、

今年２月には受注がゼロに。これでは話に

なりません。廃業を決めました。 

総括質疑する村上あつ子議員（2月20日本会議）  

この議会報告は政務調査費を使って作成
しています。 ※下線は日本共産党議員団によるものです。 問い合わせ先 市役所人事課５０４－２０４８ 

事業名 期間 
雇用予定

のべ人数 

公文書館歴史資料の整理事業 6か月×2回 ４人 

振り込め詐欺撲滅強化期間対策事業 2か月×1回 33人 

就業状況に関する調査事業 3か月×1回 43人 

本市施設のバリアフリー化状況 

                                  把握事業 
6か月×1回 3人 

障害者ICT講習意向調査事業 3か月×1回 6人 

身近な里山林保全促進事業 6か月×2回 8人 

市有林境界伐開事業 6か月×2回 8人 

アスべスト使用実態調査事業 2か月×1回 2人 

市中心部自転車マナーアップ 

                      推進事業 

5か月×1回 
14人 

4か月×1回 

住宅用火災報知器の設置促進事業 
1か月×1回 

23人 
6か月×1回 

市立大学管理用地除草委託事業 2か月×1回 8人 

全22事業で延べ５８７人を予定 



 

広
島
市
は
「
学
校
適
正

配
置
等
の
あ
り
方
検
討

協
議
会
」
が
提
案
し
た

「
小
学
校
は

12
ク
ラ
ス

以
上
、
中
学
校
は
９
ク
ラ

ス
以
上
が
適
正
」
と
す
る

報
告
書
を
う
け
、「
小
規
模
学
校
で
は
、
生
徒
が

切
磋
琢
磨
で
き
な
い
」
な
ど
を
理
由
に
、
小
さ

な
学
校
は
統
廃
合
を
含
め
た
検
討
を
始
め
る
と

発
表
し
ま
し
た
。 

 

統
廃
合
で
学
校
数
・
学
級
数
・
教
職
員
数
が

減
る
と
、子
ど
も
の
人
数
は
変
わ
ら
な
く
て
も
、

市
に
必
要
な
教
育
予
算
総
額
が
減
っ
て
し
ま
い

ま
す
。こ
の
教
育
費
削
減
が
国
の
ね
ら
い
で
す
。 

 

市
は
、
２
０
０
０
人
程
度
の
抽
出
ア
ン
ケ
ー

ト
を
行
っ
た
と
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
だ
け
で

は
市
民
の
総
意
を
得
た
と
は
言
え
ま
せ
ん
。 

 

学
校
は
地
域
の
宝
で
す
。
統
廃
合
の
検
討
は
、

子
ど
も
・
保
護
者
・
地
域
の
合
意
を
大
切
に
し
、

慎
重
に
す
す
め
ら
れ
る
べ
き
で
す
。 

 

学
力
が
世
界
一
の
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
１

学
校
当
た
り
１
０
０
人
程
度
の「
小
さ
な
学
校
」

で
す
。 

 

小
規
模
校
を
「
ム
ダ
扱
い
」
せ
ず
、
マ
ン
モ

ス
校
の
解
消
こ
そ
急
務
で
す
。 

 

公
立
保
育
園
の
民
営
化
に
つ
い
て
は
、

４
年
前
か
ら
毎
年

15
万
筆
を
超
え
る
保

護
者
・
市
民
か
ら
の
「
反
対
署
名
」
が
市

に
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

と
こ
ろ
が
市
は
、
１
月

21
日
、
突
然

民
営
化
を
予
定
す
る
公
立
保
育
園
の
５

つ
の
園
名
を
発
表
。
最
初
に
民
営
化
予
定

の
「
原
保
育
園
」
の
事
業
者
選
定
委
員
会

の
予
算
を
計
上
し
ま
し
た
。 

  

日
本
共
産
党
は
保
護
者
の
合
意
の
な

い
民
営
化
に
反
対
す
る
と
と
も
に
、
私
立

保
育
園
へ
の
運
営
費
の
大
幅
な
増
額
を

求
め
ま
し
た
。 

    現    行  厚労省の打ち出す「新たな仕組み」 

親が市に入所申し込み ⇒ 親が保育所を探し、直接契約 

市が入所先を決定 ⇒ 市は保育の必要量（時間）を認定 

市に保育の実施義務 ⇒ 市は提供体制や利用調整をする責任 

市が保育料を徴収 ⇒ 保育園が保育料を徴収する 

 「新たな保育制度」で変わるもの 

予算削減でなく増やして 

 

厚
生
労
働
省
は
現
行
の
保
育
制
度
を
変
え
て
、
自
治

体
の
保
育
の
責
任
を
な
く
し
、
子
ど
も
を
「
企
業
」
の

も
う
け
の
道
具
に
し
よ
う
と
検
討
を
す
す
め
て
い
ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
は
本
会
議
で
、「
新
制
度
案
」
は
預
け
る

時
間
に
応
じ
た
保
育
料
は
「
応
益
負
担
」
で
あ
り
、
所

得
の
低
い
家
庭
で
負
担
が
大
き
く
な
る
こ
と
や
、
保

護
者
の
勤
務
時
間
し
か
預
け
ら
れ
ず
子
ど
も
の
集
団

保
育
が
保
障
さ
れ
な
い
な
ど
の
問
題
点
を
指
摘
し
ま

し
た
。 

 

公
的
保
育
制
度
を
崩
し
、
子
ど
も
や
保
護
者
の
権

利
、
保
育
士
の
人
間
ら
し
く
働
く
権
利
を
侵
害
す
る

「
『
新
保
育
制
度
』
は
容
認
で
き
な
い
」
と
市
は
国
に

言
う
べ
き
だ
と
求
め
ま
し
た
。 

国
・自
治
体
の 

責
任
を
放
棄
す
る 

保
育
の
「新
た
な
仕
組
み
」 

  学校は地域の宝  
       統廃合は保護者・地域・子どもの合意が不可欠 

  

今
議
会
に
提
案
さ
れ
た
「
温
暖
化

対
策
条
例
」
に
対
し
て
、
公
明
党
と

自
民
党
会
派
が
共
同
提
案
し
た
修

正
案
が
、
賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ
ま

し
た
。 

  

修
正
案
は
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
業
界
に

環
境
対
策
の
『
広
告
表
示
義
務
』
を

課
す
項
を
削
除
。
一
番
大
切
な
部

分
を
骨
抜
き
に
し
た
も
の
で
す
。 

  

ち
な
み
に
、
「
環
境
大
臣
」
は
公
明

党
出
身
で
す
。 

 

教育・保育  
 

 

 

  校数 
適正規模 

検討対象校 
割合 

小学校 140 33 24% 

中学校 64 13 20% 

統廃合を含めた 
       適正規模検討の対象校 

対象校一覧 （平成２０年５月１日現在）  

   

公
立
保
育
園
の
民
営
化
に
つ
い
て

の
「
保
護
者
会
の
ビ
ラ
は
、
親
に
不

安
を
あ
お
る
も
の
だ
か
ら
市
は
抗
議

せ
よ
」
と
発
言
。 

  

こ
れ
に
は
他
会
派
の
議
員
か
ら
も

驚
き
の
声
が
・
・
・
。 

 
 

市
民
を
代
表
す
る
議
員
が
親
の

願
い
を
敵
視
す
る
と
は
。 

「保
護
者
会
の
ビ
ラ
」に 

お
か
ど
違
い
の 

        

発
言 

公
明
党
の 

女
性
議
員 

 

地
球
温
暖
化
対
策
条
例 

 

「
骨
抜
き
」
に
な
っ
た 

自
民
党 

公
明
党 

が
共
同 

   

提
案 

 中区 東区 南区 西区 安佐南区 安佐北区 安芸区 佐伯区 

小学校 

基町 上温品 荒神町 己斐東 戸山 井原 狩小川 畑賀 湯来西 

袋町   黄金山 山田   志屋 大林 阿戸 湯来東 

広瀬   元宇品 古田台   小河内 鈴張   湯来南 

    似島     久地 飯室   河内 

    似島学園     筒瀬 久地南   藤の木 

          高南 倉掛     

          三田       

中学校 

  早稲田 楠那 己斐上 戸山 白木   阿戸 湯来 

    似島     日浦     五月が丘 

    似島学園     安佐北     砂谷 

せ

っ

さ

た

く

ま 
公
立
保
育
園
を
守
ろ
う
！ 

公
立
保
育
園
を
守
ろ
う
！ 





 

 日本共産党は保険料の引き下げを求めてきました。 

 新年度は、介護保険料を０．８％引き下げます。第４段階と第６段

階の２つの区分は大幅な引き下げになります（下表をご覧ください）。 

 この引き下げは、19億円の基金を活用したものです。引き続き、

介護保険への国の支援を増やし、安い保険料で必要なサービスが受け

られるようにすべきです。 

所得段階 現行 改定後 差引（増減） 

第１段階 2 万 8716 円 2 万 8473 円 ▲ 243 円 

第２段階 3 万 4460 円 3 万 4168 円 ▲ 292 円 

第３段階 4 万 3074 円 4 万 2710 円 ▲ 364 円 

第４段階 
5 万 7432 円 

5 万 1252 円 ▲ 6180 円 

第５段階 5 万 6946 円 ▲ 486 円 

第６段階 6 万 6047 円 6 万 2641 円 ▲ 3406 円 

第７段階 7 万 1790 円 7 万 1183 円 ▲ 607 円 

第８段階 8 万 6148 円 8 万 5419 円 ▲ 729 円 

第９段階 10 万  506 円 9 万 9656 円 ▲ 850 円 

 介護保険料 

  初めての引き下げ 

予算特別委員会で取り上げました 
その他の主な質問・要望を紹介します 

中原ひろみ（南区） 
（TEL ８90-2266) 

村上あつ子（東区） 
(TEL ２６１－５１１６) 

  

旧市民 

球場予算 

削除 

温暖化 

条例 

修正 

政務 

調査費 

減額 

議員の 

費用弁 

償廃止 

市役所 

駐車場 

有料化 

日本共産党（５人） × × ○ ◎ × 

市民連合（９人） × × ○ × × 

市民市政クラブ（７人） × × × × × 

ひろしま未来クラブ（３人） × × × ◎ × 

自由民主党新政クラブ（１ １人） ◎ ◎ ◎ × × 

ひろしま政和クラブ（９人） ◎ ◎ ◎ × × 

公明党（８人） ◎ ◎ ◎ ○ × 

爽志会（３人） ◎ ◎ ◎ × × 

主な議案へ各会派の態度 
◎は提案者  ○は賛成  ×は反対 

●旧市民球場予算削除………  
 
●温暖化条例修正…………  
 
●政務調査費を減額……… 
●議員の費用弁償廃止……  

４年間かけて積み上げてきた市の跡地利
用計画の「白紙撤回」を求めるもの  
マンション業界に環境対策の「広告表示
義務」を課す条項を削除   
政務調査費を月４万円減額するもの  
今年２月の札幌高裁判決をふまえ定額
支給の制度を廃止するもの   

                        ●学校選択制を小学校には導入しないこと。 

                       ●低所得者世帯の就学援助を拡充すること。 

●市独自の高等学校奨学金制度を創設すること。 

●学校のアスレチック施設の修繕希望には出来るだけ早く応え

ること。 

●栄養士の複数校担当制をやめて、全校に配置し、食育を大切

にすること。 

●障害を持って生まれた子どもたちの療育を受ける権利、健や

かに成長・発達する権利を保障するため、療育や補装具購入

にかかわる保護者負担をなくすように取り組むこと。 

                       ●児童館・集会所・公民館の男女共同トイレの改善 

                          を図ること。 

●公共下水道に未接続の水洗トイレの接続を推進し、下水道使用料金

の収入を増やすこと。 

●必要に応じ、水道局現業所附属住宅の修理を行うとともに、技師が

住居するよう職員への啓発を図り、災害時の初動体制に備えること。 

●高速5号線トンネルエ事に関する「検討委員会」は、公平・中立・

公開で行い、地盤沈下・土砂災害など科学的な調査を行うこと。 

●自転車で移動しやすい環境整備を進めていく上で、歩車分離、車道

路肩の改良に取り組むこと。 

●原爆ドームと平和公園周辺の景観計画を策定するにあたっては、あ

らためて地権者、周辺住民をはじめ、広く市民の意向調査を行い、

市民のコンセンサスを重視すること。 

                      ●生ごみは、たい肥化し資源として農業利用など循 

                         環システムをつくること。 

●出島産廃処分場の事業計画変更は、地元との合意なしには進めない

こと。 

●太田川再生の取り組みは、大量の水を取っている中国電力にも協力

を求めること。 

皆川恵史（南区） 
(TEL ２２１－０７０８) 

中森辰一（西区） 
(TEL ２９３－３５６３) 

藤井とし子（安佐南区） 

(TEL 872-4139) 

                       ●ふるさと雇用再生特別交付金制度等の積 

              極的活用を通じて、新たな雇用創出に努めること。 

●新規就農を希望するものに対する技術研修等の支援の受け入

れ枠を広げること。 

●これ以上の失業者増加を招かないためにも、経営継続の意欲

がある事業者が、セーフティネット保証を 100％利用でき

るよう市として力を尽くすこと。 

雇用・経
済 

教育・子
育て 
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